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M E S S A G E 企業にとって重要な経営資源は長らく「ヒ
ト・モノ・カネ」と言われてきたが、来るべき
デジタル資本主義の時代は「人材」と「デー
タ」であろう。とりわけ、「データは新しい石
油である」と言われるように、デジタルデータ
は企業にとって新たな富を生み出す源泉になっ
てきている。

しかし、企業が保有しているデータをいかに
有効活用するかといった「データマネジメン
ト」については、まだ発展途上といえる。

野村総合研究所（NRI）が国内企業75社に対
して全社レベルでデジタル化の準備度合いを表
す「デジタル体質」を診断注し、デジタル体質
の高いトップ企業と、部分的にデジタル体質を
高めたセカンド企業を比較したところ、両者で
最も顕著な差がついたのがデータマネジメント
であった。つまり、「全社で有しているデータ
を把握できており、社内外のデータを組織の壁
を越えて利用できる環境が整っているか」とい
う質問に、トップ企業は76.5％が「できてい
る・どちらかというとできている」と回答した
のに対し、セカンド企業は 0 ％であった。かな
り極端な差が出た調査結果であり、データマネ
ジメントの巧拙が、企業のデジタルトランスフ
ォーメーション（DX）の成否を分けるといっ
ても過言ではないと思う。

ところで、そもそもデータマネジメントとは
何をすることなのだろうか。私は二つのことが
大事だと考えている。

一つ目は、「データにアクセスしやすい環境
づくり」である。簡単なようで、このことが実
はなかなか難しい。というのも、日本企業は自
部署のデータは自部署だけのものであるという
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セクショナリズム意識が強く、なかなか部署外
に出したがらない傾向がある。また「情報共
有」を進めるも、それ自体が目的化し、アクセ
スしてもデータ量が乏しく、欲しい情報が得ら
れない、あるいはデータが分散しており（一部
は有識者の頭の中にのみ存在）、簡単にはたど
り着けないケースもある。まずリアルタイムに
アクセスすることも大事なのだが、欲しい人
が、欲しい時に、欲しい形で入手できるように
整えていくことが最も重要である。

データマネジメントの要諦の二つ目は、「デ
ータを活用しやすい風土づくり」である。冒頭
に紹介した「データは新しい石油である」とい
う言葉には実はいくつもの意味があって、「（デ
ータは）加工しなければ価値が生まれない」と
いう皮肉も含まれているのだ。

現在、データマネジメントに積極的に取り組
んでいる企業でも、ガバナンス上の理由から
IT部門が一元的に全社のデータ管理をしてい
ることが多い。IT部門からすると、安全なデ
ータ管理・データ品質が最重要課題であって、
データが使われるかどうかにはあまり関心がな
い。このため、提供されるデータの形のままで
は使い勝手が悪く、営業部門や企画部門が自身
の目的に応じてその都度加工することになる。

データは定型業務で使う時代から、攻めの業
務効率やカスタマーエクスペリエンス（CX）
向上にトライアルを繰り返して活かす時代に変
わってきている。この変化に対応するために
は、データマネジメントを主管する部署が一次
データだけでなくデータ加工ツールも合わせて
提供し、モニタリングや使用推進までフォロー
できるのが望ましい。そうすることで、若年層
をデータ加工の資料作りから解放することにも

つながり、「働き方改革」の趣旨にも合ってい
る。

企業がデータマネジメントをうまく実施して
いく上でのポイントは三つある。

一つ目は、責任の所在の明確化である。デー
タマネジメント戦略というものは、部分最適で
はなく全体最適の中で考えなくてはならない。
そのためには特定部署に任せるのではなく、デ
ータマネジメント担当役員を企業に設置するの
である。ただし、いきなり専任者を置くことは
難しいので、まずはCMO（Chief Marketing Of-
ficer）など、全社横断で変革を推進できるポジシ
ョンの役員が兼務するのが望ましい。

二つ目はKPI（Key Performance Index）の
設定である。あまり複雑なものを設定すると機
能しないので、シンプルなものが望ましい。デ
ータマネジメントの場合は、データやツールが
活用されたかどうか、つまり「 1 年以内に使用
された」「役に立った」「検索された」といった
分かりやすい指標で効果を検証することである。

最後に、データの置き場所というのも大きな
課題である。現在は社外とのコラボレーション
が増えているため、社外とつながっていかない
とプロジェクトが組成すらできない状況にあ
る。特定企業内にデータを保管して、他社が常
時アクセスできないような状態では業務が滞っ
てしまう。セキュアかつ柔軟性があるプラット
フォームの選定は、データマネジメントの上で
重要な検討事項なのである。	 （きたがわそのこ）
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